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Ⅰ　

改
革
ま
で
の
動
き

●
改
革
前
の
農
民
負
担

一
九
九
○
年
代
、
中
国
の
農
民
は
公
式
統
計
（
一
九
九
九
年
一
三
六
・

七
元
／
年
、
一
元
＝
約
一
五
円
）
や
中
央
政
府
の
規
制
額
（
一
人
当
た
り

純
収
入
の
五
％
以
内
、
一
九
九
九
年
時
で
は
一
一
○
・
六
元
）
を
上
回
る

深
刻
な
租
税
負
担
を
末
端
政
府
に
負
わ
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
た
め
税
金
や

そ
れ
以
外
に
強
制
的
に
徴
収
さ
れ
る
各
種
費
用
に
対
す
る
支
払
い
拒
否
、

重
負
担
を
苦
に
し
た
農
薬
服
毒
自
殺
、
さ
ら
に
は
農
民
と
農
村
幹
部
間
の

衝
突
等
が
多
数
生
じ
た 

（
参
考
文
献
①
）。
中
国
の
行
政
シ
ス
テ
ム
は
五

層
半
と
呼
ば
れ
、
中
央
、
省
、
市
／
区
／
州
、
県
、
郷
鎮
の
行
政
五
層
と

住
民
組
織
で
あ
る
村
民
委
員
会
か
ら
成
り
立
っ
て
い
る
が
、
農
民
負
担
は

こ
の
末
端
部
分
、
即
ち
県
、
郷
鎮
、
村
レ
ベ
ル
で
生
じ
た
も
の
で
あ
る
。

徴
収
内
容
に
は
主
に
三
種
類
あ
り
、
①
農
業
関
連
の
税
、
②
郷
鎮
政
府
、

村
民
委
員
会
の
統
一
徴
収
分
、
③
行
政
サ
ー
ビ
ス
費
／
公
共
事
業
費
用
、

が
あ
っ
た
（
以
下
、
こ
れ
ら
を
総
称
し
て
「
税
費
」
と
呼
ぶ
）。
な
お
、

本
稿
の
テ
ー
マ
で
あ
る
農
業
税
は
①
に
属
し
、
農
業
生
産
高
に
対
し
て
課

税
さ
れ
る
税
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
費
用
の
徴
収
は
農
業
税
等
の
税
の
徴
収

と
一
括
し
て
行
わ
れ
る
の
が
一
般
的
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
税
と
費
用

の
区
別
は
曖
昧
で
、
恣
意
的
な
「
費
用
」
の
徴
収
も
農
業
税
と
合
わ
せ
て

行
わ
れ
る
場
合
も
多
か
っ
た
。
中
部
三
県
を
対
象
と
し
た
ケ
ー
ス
ス
タ
デ

ィ
に
よ
れ
ば
、
農
民
一
人
当
た
り
の
年
間
平
均
負
担
額
は
二
五
二
元
と
公

式
統
計
の
二
倍
近
く
も
あ
る
上
、
そ
の
構
成
比
率
は
農
業
関
連
税
二
八
％
、

統
一
徴
収
四
二
％
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
／
公
共
事
業
費
三
○
％
と
上
記
②
、

③
部
分
が
七
割
以
上
を
占
め
て
い
た
（
参
考
文
献
①
）。
こ
の
よ
う
に
農

民
負
担
は
正
規
の
税
金
の
他
に
そ
の
二
倍
以
上
に
相
当
す
る
各
種
費
用
か

ら
構
成
さ
れ
て
い
た
。

●
農
民
負
担
過
剰
の
原
因

　

二
○
○
六
年
一
月
に
農
業
税
が
全
国
で
廃
止
さ
れ
、
現
在
中
国
で
は
農
民
負
担
削
減
へ
む
け
た
改
革
が
急
速
に

進
め
ら
れ
て
い
る
。
農
民
の
負
担
軽
減
と
い
う
当
初
の
ね
ら
い
は
達
成
し
た
一
方
、
農
業
税
廃
止
を
期
に
こ
れ
ま

で
隠
蔽
さ
れ
て
き
た
構
造
的
問
題
が
表
面
化
し
て
い
る
。
本
稿
で
は
農
業
税
減
免
後
の
四
川
省
、
貴
州
省
で
の
現

地
レ
ポ
ー
ト
か
ら
、
農
民
負
担
の
削
減
状
況
、
郷
鎮
政
府
幹
部
の
反
応
、
ま
た
公
共
事
業
、
義
務
教
育
等
へ
の
影

響
に
つ
い
て
報
告
す
る
。
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斎
藤
淳
子

写真１：2003 年までは 4 人の子持
ちの未亡人にも 162 元の農業税負担
が。農業税廃止後はゼロとなった（四
川省A県）（筆者撮影。以下同じ）
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農
民
負
担
過
剰
の
原
因
は
複
雑
だ
が
、
直
接
に
は
県
／
郷
鎮
／
村
の
末

端
行
政
組
織
が
極
度
の
財
源
不
足
に
置
か
れ
て
い
た
点
が
大
き
い
と
思
わ

れ
る
。
末
端
組
織
が
財
政
難
に
陥
っ
た
背
景
に
は
、
①
公
共
事
業
の
末
端

行
政
へ
の
丸
投
げ
体
制
と
、
末
端
に
不
利
な
財
政
分
配
シ
ス
テ
ム
、
②
末

端
で
の
浪
費
、
混
乱
し
た
財
政
管
理
（
公
務
員
自
体
の
多
さ
、
汚
職
等
を

含
む
）、
③
産
業
発
展
が
遅
れ
た
中
西
部
で
の
企
業
か
ら
の
税
収
源
の
欠

如
、
が
あ
げ
ら
れ
る
。

中
国
農
村
部
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
分
担
に
関
す
る
規
定
は
業
務
面
も
財

政
面
も
驚
く
ほ
ど
漠
然
と
し
て
い
る
。
業
務
は
「（
省
以
下
の
）
地
方
政

府
の
任
務
」
と
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
の
み
で
、
財
政
源
に
至
っ
て
は
全

国
一
律
の
客
観
的
分
配
ル
ー
ル
は
な
い
に
等
し
い
。
特
に
省
レ
ベ
ル
以
下

の
財
政
分
配
は
省
ご
と
に
異
な
り
、
末
端
へ
い
く
ほ
ど
負
担
が
重
か
っ
た
。

実
際
、
表
１
に
あ
る
よ
う
に
教
育
、
衛
生
、
家
族
計
画
事
業
費
は
省
以
下

の
地
方
政
府
が
九
割
以
上
を
負
担
し
て
お
り
、
さ
ら
に
地
方
内
部
（
省
│

市
・
州
│
県
│
郷
鎮
間
）
の
分
担
で
も
末
端
の
郷
鎮
の
負
担
は
最
も
重
い

も
の
だ
っ
た
（
表
２
の
教
育
費
の
負
担
例
を
参
照
）。

ま
た
、
近
年
多
く
指
摘
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
末
端
政
府
に
お
け
る
浪

費
と
混
乱
し
た
財
政
管
理
の
問
題
が
あ
る
。
表
３
の
例
で
は
、
一
九
九
○

年
代
後
半
に
地
方
公
務
員
数
は
省
レ
ベ
ル
以
下
全
体
で
三
割
増
、
郷
鎮
レ

ベ
ル
で
は
二
倍
近
く
に
激
増
し
て
い
る
。
増
員
の
目
的
は
人
員
増
加
に
よ

っ
て
農
民
か
ら
の
税
費
徴
収
能
力
を
強
化
し
、
政
府
の
収
入
増
加
を
狙
っ

た
も
の
と
も
（
韓
俊
国
務
院
発
展
研
究
中
心
農
村
部
部
長
）、
縁
故
主
義

に
根
ざ
し
た
汚
職
体
質
に
よ
る
も
の
（
参
考
文
献
②
）
と
も
言
わ
れ
て
い

る
。
ま
た
、
地
方
財
政
収
入
へ
の
企
業
の
貢
献
が
大
き
い
東
部
農
村
で
は

農
民
負
担
問
題
は
顕
著
で
は
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
も
分
か
る
よ
う
に
、
中

西
部
で
の
企
業
税
収
入
の
欠
如
（
広
義
で
は
非
農
業
部
門
の
不
振
）
も
農

民
負
担
過
剰
の
背
景
の
一
つ
と
な
っ
て
い
た
。
そ
の
他
、
根
本
的
な
問
題

と
し
て
住
民
に
よ
る
行
政
へ
の
監
督
が
制
度
化
さ
れ
て
い
な
い
非
民
主
的

な
体
制
に
も
大
き
な
原
因
が
あ
る
。

●
税
費
改
革
の
開
始
か
ら
現
在
ま
で
の
経
緯

冒
頭
紹
介
し
た
よ
う
な
不
安
定
化
を
受
け
、
中
国
政
府
は
二
○
○
○
年

に
入
り
安
徽
省
で
税
と
費
用
の
規
範
化
に
よ
っ
て
農
民
負
担
を
削
減
す
る
、

い
わ
ゆ
る
「
税
費
改
革
」
の
試
行
を
始
め
た
（
こ
の
時
期
は
税
費
改
革
の

第
一
段
階
に
相
当
す
る
）。
同
時
に
生
じ
た
地
方
政
府
財
政
の
不
足
分
は

中
央
政
府
の
財
政
移
転
給
付
で
補
填
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
二
○
○
三

年
に
は
全
国
で
安
徽
省
の
モ
デ
ル
に
習
い
、
地
方
独
自
の
徴
収
が
許
さ
れ

て
い
た
各
種
費
用
は
、
全
国
一
律
で
農
業
税
の
二
割
に
相
当
す
る
「
付
加

費
用
」
等
へ
統
一
さ
れ
る
な
ど
大
幅
な
税
費
項
目
の
再
編
成
が
行
わ
れ
た
。

こ
れ
ま
で
雑
多
で
把
握
し
に
く
か
っ
た
地
方
の
税
費
の
内
容
を
全
国
一
律

の
項
目
に
組
み
替
え
る
こ
と
で
、
徴
収
の
規
範
化
を
は
か
る
こ
と
が
目
的

で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
税
費
改
革
の
第
二
段
階
と
し
て
、
二
○
○
四
年
春
に

は
農
業
税
そ
の
も
の
を
五
年
以
内
に
撤
廃
す
る
計
画
が
出
さ
れ
、
二
○
○

六
年
一
月
に
は
予
定
を
前
倒
し
て
全
国
の
農
業
税
が
廃
止
さ
れ
る
な
ど
一

連
の
税
費
改
革
は
足
早
に
展
開
さ
れ
て
い
る
。

●
今
後
の
鍵
を
握
る
一
連
の
関
連
改
革

予
想
を
上
回
る
速
さ
で
展
開
さ
れ
た
農
業
税
廃
止
だ
が
、
こ
れ
自
体
は

ゴ
ー
ル
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
農
民
負
担
削
減
に
向
け
た
プ
ロ
セ
ス
の
一

つ
と
い
え
よ
う
。
農
民
へ
の
過
度
の
負
担
に
依
存
し
な
く
て
も
安
定
的
な

運
営
が
で
き
る
末
端
政
府
の
財
政
体
制
を
つ
く
り
あ
げ
る
こ
と
が
今
後
の

課
題
と
な
る
。
現
在
中
央
政
府
は
主
に
以
下
の
二
つ
の
方
策
で
地
方
財
政

収
入
の
不
足
分
を
補
う
構
え
で
あ
る
。
第
一
は
中
央
に
よ
る
代
替
財
源
の

投
入
で
あ
る
。
農
業
税
廃
止
に
よ
る
地
方
の
減
少
分
の
補
填
と
し
て
、
二

○
○
六
年
以
降
毎
年
七
八
○
億
元
の
財
政
移
転
給
付
の
投
入
が
約
束
さ
れ

て
い
る
。
も
う
一
点
は
、
地
方
の
政
府
及
び
公
共
事
業
運
営
の
合
理
化
を

目
的
と
し
た
関
連
改
革
の
実
施
で
あ
る
。
こ
れ
ら
は
末
端
事
業
で
の
無
駄

な
出
費
を
減
ら
し
、
財
政
支
出
圧
力
を
緩
和
す
る
こ
と
で
、
恣
意
的
な
費

用
徴
収
の
再
発
を
防
ぐ
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

現
在
進
め
ら
れ
て
い
る
主
な
関
連
改
革
は
、
①
農
村
義
務
教
育
改
革

（
義
務
教
育
の
無
料
化
と
教
育
管
理
体
制
の
規
範
化
）、
②
郷
・
鎮
行
政

改
革
（
郷
・
鎮
政
府
の
権
限
・
機
能
の
明
確
化
と
人
員
の
削
減
）、
③
県

2003 年 合計 中央 地方 地方の割合
教育事業費 2937.34 240.2 2697.14 91.8％
衛生事業費 778.05 22.07 755.98 97.1％
家族計画事業費 141.83 1.06 140.77 99.2％

表 1　公共サービス財源の中央と地方の負担分担 （単位：億元）

（出所）『財政年鑑』2004 年版。

表 2　各レベルでの全国義務教育総投入における負担率の一例
中央 省･市 県 郷
2％ 11％ 9％ 78％ （出所）国務院発展研究センター、2001 年。

河北省の例 1995 年 2003 年 増加数
公務員数 157 万人 219 万人（うち県郷が 167 万人） 8年で 52 万人（33％増）
安徽省の例 1991 年 2003 年
公務員数　 121 万人 167.3 万人（うち県が 92.4 万人） 12 年間で 46.3 万人（38％増）
湖北省碁盤郷の例 1990 年 2000 年
公務員数 120 人 340 人 10 年間で 220 人（180％増）

表 3　1990 年代と 2000 年以後における公務員数の増加数の一例

（出所）河北、安徽省：中国研究中心基金会趙樹凱研究員「郷鎮政府の改革の迷い道－10省20郷鎮調査」（『瞭
望週刊』2005 年第 18 期）。
湖北省碁盤郷：李昌平『我向総理説実話』光明日報出版社、2002 年。
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・
郷
鎮
財
政
改
革
（
混
乱
し
た
県
・
郷
鎮
財
政
の
建
て
直
し
と
各
レ
ベ
ル

政
府
間
で
の
財
政
関
係
の
規
範
化
）
の
三
つ
で
あ
る
。
な
か
で
も
義
務
教

育
改
革
の
進
展
は
速
く
、
二
○
○
五
年
三
月
に
は
貧
困
県
内
の
貧
困
家
庭

の
学
生
に
対
し
て
「
二
つ
（
教
科
書
代
と
雑
費
）
の
免
除
と
一
つ
（
寄
宿

生
の
生
活
費
）
の
補
助
」
が
実
施
さ
れ
た
。
さ
ら
に
二
○
○
五
年
一
○
月

に
は
二
○
○
八
年
ま
で
に
農
村
部
の
義
務
教
育
の
全
面
無
料
化
が
宣
言
さ

れ
た
。
こ
の
他
、
教
師
の
質
の
向
上
及
び
給
与
の
保
障
、
小
学
校
の
大
規

模
集
中
化
（
寄
宿
舎
制
）
に
よ
る
資
源
の
合
理
化
な
ど
も
進
め
ら
れ
て
い

る
。
こ
の
よ
う
に
、
税
費
改
革
の
成
否
は
中
央
か
ら
地
方
へ
の
効
果
的
な

財
政
補
助
の
確
立
と
並
ん
で
、
農
村
部
の
政
府
及
び
公
共
事
業
の
運
営
体

制
の
再
編
成
の
成
否
に
か
か
っ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

Ⅱ　

農
業
税
廃
止
後
の
四
川
省
、
貴
州
省
か
ら
の
レ
ポ
ー
ト

次
に
、
農
業
税
廃
止
後
の
実
情
に
つ
い
て
、
筆
者
が
二
○
○
四
年
秋
か

ら
二
○
○
五
年
の
秋
に
か
け
て
四
川
省
、
貴
州
省
で
行
っ
た
現
地
調
査
か

ら
み
て
み
た
い
。
具
体
的
に
は
農
民
負
担
の
削
減
状
況
、
郷
村
幹
部
の
業

務
と
待
遇
、
基
層
イ
ン
フ
ラ
建
設
、
義
務
教
育
改
革
に
関
す
る
現
地
の
状

況
を
報
告
す
る
。
調
査
対
象
県
の
概
要
は
表
４
の
通
り
で
あ
る
。

●
確
実
な
農
民
の
負
担
削
減
と
改
革
前
の
逆
累
進
性

Ａ
県
で
女
手
一
つ
で
四
人
の
子
供
を
養
う
彝
族
四
八
歳
の
未
亡
人
Ｙ 

さ
ん
は
、「
一
二
・
五
畝
（
一
畝
＝
六
・
六
六
七
ア
ー
ル
）
の
土
地
を
所

有
し
て
お
り
、
今
年
は
ジ
ャ
ガ
イ
モ
二
○
○
○
キ
ロ
を
一
キ
ロ
当
た
り
○

・
五
元
、
合
計
一
○
○
○
元
で
売
っ
た
。
二
○
○
三
年
ま
で
は
一
畝
当
た

り
一
三
元
の
農
業
税
が
か
か
り
合
計
一
六
二
・
五
元
を
支
払
っ
て
い
た
が
、

こ
れ
は
二
○
○
四
年
か
ら
全
額
免
除
さ
れ
て
い
る
」
と
語
る
（
写
真
１
）。

ま
た
、
Ａ
県
の
五
六
歳
の
Ｓ
校
長
先
生
は
「
昔
、
水
田
は
四
○
元
／
畝
、

畑
は
一
三
元
／
畝
の
農
業
税
が
か
か
っ
た
。
自
分
は
水
田
二
畝
と
畑
一
畝

を
所
有
し
て
い
る
の
で
毎
年
一
○
○
元
弱
の
農
業
税
を
支
払
っ
て
い
た
が
、

二
○
○
四
年
か
ら
は
免
除
さ
れ
、
良
か
っ
た
」
と
語
る
。
確
か
に
農
業
税

は
全
廃
さ
れ
て
い
た
。

改
革
前
の
負
担
の
重
さ
は
都
市
部
と
の
比
較
に
お
い
て
さ
ら
に
鮮
明
に

な
る
。
都
市
部
で
は
所
得
税
課
税
対
象
者
は
月
収
八
○
○
元
（
二
○
○
六

年
よ
り
一
六
○
○
元
／
月
）
以
上
の
者
な
の
で
、
Ｙ
さ
ん
、
Ｓ
さ
ん
が
も

し
都
市
部
の
住
民
で
あ
れ
ば
課
税
控
除
対
象
者
と
な
る
。
し
か
し
改
革
前

の
農
村
部
で
は
彼
ら
も
農
業
税
及
び
費
用
を
一
律
に
課
税
さ
れ
て
お
り
、

著
し
い
逆
累
進
課
税
と
な
っ
て
い
た
様
子
が
う
か
が
え
る
。

●
Ｚ
さ
ん
に
見
る
税
よ
り
重
い
費
用
の
負
担

次
に
詳
細
な
負
担
の
中
身
を
四
川
省
Ｃ
県
の
Ｚ
さ
ん
（
五
五
歳
、
四
人

家
族
）
の
ケ
ー
ス
か
ら
見
て
み
た
い
。
四
川
省
で
試
験
的
に
改
革
が
始
ま

っ
た
二
○
○
二
年
に
Ｚ
さ
ん
は
一
・
八
畝
の
田
畑
か
ら
合
計
二
七
三
・
一

一
元
を
支
払
っ
て
い
る
（
表
５
を
参
照
） 

。
二
つ
の
労
働
役
務
と
は
郷
鎮

政
府
と
村
民
委
員
会
主
催
の
イ
ン
フ
ラ
建
設
へ
の
労
働
力
の
提
供
で
あ
る
。

文
字
通
り
の
無
償
労
働
の
提
供
か
、
ま
た
は
現
金
換
算
支
払
い
（
一
日
当

た
り
五
元
）
か
を
選
択
で
き
る
が
、
Ｚ
さ
ん
は
「
労
務
提
供
は
損
な
の
で
、

お
金
を
払
っ
た
ほ
う
が
い
い
」
と
述
べ
て
い
た
。
こ
の
負
担
も
二
○
○
五

年
に
は
撤
廃
さ
れ
る
予
定
だ
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

負
担
の
中
身
は
、
農
業
税
（
七
九
元
）
と
農
業
特
産
税
（
一
九
・
四
一

元
）
及
び
税
に
対
す
る
付
加
費
用
二
○
％
と
労
働
役
務
か
ら
構
成
さ
れ
て

い
る
。
こ
の
状
況
は
農
業
関
連
税
以
外
の
各
種
費
用
が
負
担
の
七
割
以
上

で
あ
っ
た
と
す
る
参
考
文
献
①
の
調
査
結
果
と
も
共
通
し
て
い
る
（
写
真

３
）。
な
お
、
こ
れ
は
改
革
後
の
公
式
記
録
だ
が
、
四
川
省
扶
貧
弁
公
室

の
王
思
鉄
氏
に
よ
る
同
県
で
の
調
査
で
は
、
負
担
額
が
ピ
ー
ク
に
達
し
た

一
九
九
八
年
に
は
一
人
平
均
三
八
○
元
で
あ
っ
た
と
報
告
さ
れ
て
い
る

（
参
考
文
献
③
）。
改
革
前
の
Ｚ
さ
ん
の
負
担
は
、
こ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
時

点
よ
り
相
当
重
か
っ
た
と
考
え
て
い
い
だ
ろ
う
。

●
省
を
跨
ぐ
と
別
の
現
実

中
国
に
お
け
る
省
ご
と
の
違
い
は
、
他
国
で
の
国
ご
と
の
違
い
に
近
い
。

省
別
の
一
人
当
た
り
年
間
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
四
川
省
で
は
八
一
一
三
元
（
二
三

位
）
だ
が
、
三
一
省
中
最
下
位
の
貴
州
省
は
そ
の
約
半
分
の
四
二
一
五
元

写真２：貴州省D県の Lさん（53 歳）と孫娘（4歳）。村ぐるみの観光
イベントへの参加を通じ、2000 年以降生活は随分良くなった。2004 年
は 2.5 畝の水田と 2畝のトウモロコシ畑の農業税として 100 キロのもみ
（現金で 104 元相当）を納めた。2005 年には全て免除される

四川省A県 四川省 B市（州都）四川省C県 貴州省D県
地域類型 少数民族貧困農村 小都市郊外農村 （漢族）貧困農村 少数民族貧困農村
人口構成 21万人

（97％が彝族）
57 万人
（81％が漢族）

72.0 万人
100％漢族

14.9 万人
（82.5％がミャオ族等少数民族）

農民年間純収入 / 人 1,192 元 2,715 元 1,295 元 1,348 元

表 4　調査対象県の概要

（出所）『2004 年四川統計年鑑』、『2004 年貴州統計年鑑』。
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分
析
リ
ポ
ー
ト

中
国
に
お
け
る
農
民
負
担
削
減
へ
の
動
き̶

四
川
省
、
貴
州
省
現
地
調
査
よ
り

に
過
ぎ
な
い
（『
二
○
○
四
年
貴
州
統
計
年
鑑
』）。
農
業
税
廃
止
の
速
度

に
お
い
て
も
貴
州
省
は
四
川
省
よ
り
緩
慢
で
あ
っ
た
。
二
○
○
四
年
時
点

で
の
全
廃
対
象
は
四
川
省
で
は
四
七
の
少
数
民
族
県
に
及
ん
で
い
た
が
、

貴
州
省
で
は
一
類
村
（
農
民
純
収
入
六
二
五
元
／
年
以
下
）
と
呼
ば
れ
る

最
も
貧
し
い
村
の
み
で
あ
っ
た
。

一
方
で
農
業
税
廃
止
に
よ
る
末
端
政
府
の
財
政
へ
の
打
撃
が
大
き
い
の

は
四
川
省
で
あ
る
。
貴
州
省
は
食
糧
生
産
に
は
向
か
な
い
や
せ
た
カ
ル
ス

ト
大
地
で
あ
る
た
め
、
農
業
税
の
徴
収
額
が
も
と
も
と
少
な
い
。
例
え
ば

貴
州
省
Ｄ
県
で
は
農
業
税
廃
止
前
の
二
○
○
三
年
の
財
政
一
般
予
算
収
入

（
一
三
六
四
万
元
、『
二
○
○
四
年
貴
州
統
計
年
鑑
』
に
よ
る
）
に
占
め

る
農
業
税
収
入
は
約
一
九
％
（
二
五
三
万
元
）
だ
が
四
川
省
Ｃ
県
は
一
八

○
六
万
元
（
Ｃ
県
統
計
局
、
二
○
○
三
年
）
で
同
比
率
は
四
三
％
と
、
Ｄ

県
の
二
倍
以
上
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
同
一
の
政
策
で
も
地
域
ご
と
で

実
施
状
況
や
地
元
財
政
へ
の
影
響
は
大
き
く
異
な
っ
て
い
る
。

●
末
端
政
府
を
巡
る
変
化

次
に
郷
鎮
政
府
及
び
村
組
織
に
と
っ
て
の
変
化
を
見
て
み
た
い
。
調
査

の
結
果
、
一
九
九
○
年
代
に
膨
張
し
た
政
府
人
員
の
整
理
が
行
わ
れ
る
一

方
、
以
前
は
遅
配
も
多
か
っ
た
給
与
が
安
定
的
に
支
払
わ
れ
る
よ
う
に
な

っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
。
一
方
で
農
業
税
廃
止
に
伴
い
政
府
は
徴
収

作
業
か
ら
は
解
放
さ
れ
た
が
、
農
村
イ
ン
フ
ラ
建
設
は
あ
ち
こ
ち
で
頓
挫

し
て
お
り
、
郷
村
財
政
枯
渇
へ
の
不
満
も
聞
か
れ
た
。

①
人
員
整
理
の
現
場
。
四
川
省
Ｃ
県
の
Ｌ
村
長
は
「
郷
鎮
政
府
は
困
難

だ
が
、
村
の
運
営
は
も
っ
と
困
難
だ
。
人
切
り
も
激
し
い
」
と
嘆
く
。
中

国
の
村
（「
村
民
委
員
会
」）
は
、
五
層
半
の
「
半
」
に
あ
た
る
住
民
組
織

だ
が
、
事
実
上
は
郷
鎮
政
府
か
ら
の
業
務
の
下
請
け
組
織
と
な
っ
て
お
り
、

半
ば
行
政
組
織
化
し
て
い
る
。
Ｌ
村
長
に
よ
る
と
、「
改
革
以
前
に
は
一

二
人
の
村
幹
部
が
い
た
が
二
○
○
三
年
八
月
の
Ｃ
県
の
決
定
で
村
幹
部
は

書
記
、
村
長
、
会
計
の
三
人
へ
制
限
さ
れ
た
。
家
族
計
画
等
を
担
当
し
て

い
た
婦
人
幹
部
の
ポ
ス
ト
も
撤
廃
さ
れ
た
た
め
、
今
で
は
会
計
役
が
こ
の

業
務
を
兼
任
し
て
い
る
」
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

②
公
務
員
給
与
は
安
定
。
リ
ス
ト
ラ
の
一
方
で
公
務
員
給
与
に
対
す
る

財
政
移
転
給
付
は
進
ん
で
お
り
改
善
が
見
ら
れ
た
。「
幹
部
の
給
料
も
四

年
以
上
前
は
よ
く
遅
配
が
起
き
た
が
、
こ
の
三
年
は
中
央
か
ら
の
財
政
移

転
給
付
金
で
賄
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
、
滞
り
な
く
支
払
わ
れ
て
い

る
」
と
Ａ
県
の
郷
書
記
は
語
る
。
同
様
に
、
Ｂ
市
Ｘ
村
長
も
「
自
分
と
書

記
の
給
料
は
こ
れ
ま
で
郷
鎮
政
府
か
ら
出
て
い
た
が
、
二
○
○
三
年
か
ら

中
央
の
財
政
移
転
給
付
か
ら
出
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
」
と
述
べ
、
Ｃ
県

の
Ｌ
村
長
も
税
費
改
革
以
降
給
与
が
安
定
し
た
と
語
っ
て
い
る
。
ま
た
同

市
村
小
学
校
の
Ｌ
先
生
は
「
こ
こ
数
年
給
与
は
銀
行
振
り
込
み
に
な
り
、

翌
月
の
三
日
以
前
に
必
ず
支
払
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
利
子
も
つ
く
し

問
題
な
い
」
と
語
る
。
こ
の
よ
う
に
当
調
査
か
ら
は
末
端
公
務
員
は
農
民

負
担
に
よ
っ
て
で
は
な
く
、
人
員
削
減
を
し
た
上
で
中
央
政
府
の
財
源
で

給
与
を
支
払
う
体
制
へ
変
化
し
て
い
る
こ
と
が
確
認
で
き
た
。

③
徴
税
任
務
か
ら
解
放
さ
れ
る
郷
村
幹
部
。
冒
頭
で
も
触
れ
た
と
お
り
、

一
九
九
○
年
代
は
各
地
で
税
費
の
徴
収
を
め
ぐ
っ
て
郷
村
幹
部
と
農
民
と

の
間
に
緊
張
関
係
や
衝
突
が
生
じ
た
が
、
調
査
対
象
の
郷
村
幹
部
は
こ
の

プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
か
ら
解
放
さ
れ
始
め
て
い
た
。
Ａ
県
の
郷
書
記
は
「
農
業

税
は
二
○
○
四
年
は
集
め
て
い
な
い
。
昔
は
税
の
徴
収
に
郷
長
、
副
郷
長

ら
が
自
ら
農
家
を
ま
わ
っ
た
が
、
納
め
ら
れ
な
い
人
も
お
り
、
行
く
の
は

い
や
な
仕
事
だ
っ
た
」
と
語
る
。
ま
た
、
Ｂ
市
の
Ｘ
村
長
は
次
の
よ
う
に

話
し
た
。「
農
業
税
は
二
○
○
三
年
ま
で
は
郷
、
村
、
組
（
村
の
下
の
集

団
単
位
、
社
と
も
呼
ぶ
）
の
代
表
が
一
組
に
な
っ
て
農
家
を
回
っ
て
徴
収

し
て
い
た
。
通
常
一
○
月
、
一
一
月
は
毎
日
徴
税
の
た
め
に
村
に
行
っ
た

が
、
今
年
は
そ
の
作
業
が
な
く
て
ず
っ
と
楽
だ
」。
ま
た
、
Ｃ
県
Ｍ
副
郷

長
は
「
農
業
税
廃
止
後
、
幹
部
と
民
衆
間
の
関
係
は
良
く
な
っ
て
い
る
。

昔
は
農
民
の
間
に
隠
れ
た
抵
抗
感
が
あ
っ
た
が
、
今
は
な
く
な
っ
た
」
と

語
る
。
税
費
徴
収
に
よ
る
農
村
幹
部
と
農
民
間
の
対
立
関
係
の
解
消
は
農

業
税
廃
止
に
よ
る
主
要
な
成
果
で
あ
る
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

④
頓
挫
す
る
郷
村
イ
ン
フ
ラ
建
設
。
一
方
で
、
税
費
改
革
後
、
こ
れ
ま

で
農
民
の
負
担
で
賄
っ
て
い
た
イ
ン
フ
ラ
建
設
等
の
事
業
が
あ
ち
こ
ち
で

頓
挫
し
て
い
る
。
な
か
で
も
義
務
教
育
資
金
の
枯
渇
は
最
大
の
問
題
と
言

項目 金額

1．農業税 税 79
付加（税の 20％） 15.8

2．農業特産税 税 19.41
付加（税の 20％） 3.9

3．二つの労働役務

役務の数量
役務の現金払い
（日数）
（金額）

31（日）
155

4．公益事業金
5．本年度上納金合計 273.11

表5　2002年 Zさんの「農民負担監督カード」

（2002 年 8月 20 日郷政府記載）（単位：元）

写真３：四川省 C
県の Z さんの 2002
年の「農民負担監督
カード」。表紙には
Zさんの情報、郷鎮
政府発行、四川省農
業庁、四川省地方財
務局監督と書かれて
いる
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分
析
リ
ポ
ー
ト

中
国
に
お
け
る
農
民
負
担
削
減
へ
の
動
き̶

四
川
省
、
貴
州
省
現
地
調
査
よ
り

わ
れ
て
い
る
（
韓
俊
国
務
院
発
展
研
究
中
心
農
村
部
部
長
）。
Ｃ
県
Ｙ 

郷

副
書
記
は
「
小
学
校
の
教
員
宿
舎
を
二
○
○
一
年
ま
で
に
農
民
か
ら
数
年

に
わ
た
っ
て
一
世
帯
一
○
○
元
の
負
担
で
、
合
計
五
万
元
を
徴
収
し
一
階

部
分
を
建
て
た
。
し
か
し
、
二
○
○
二
年
に
税
費
改
革
が
始
ま
り
、
残
り

の
五
万
元
を
農
民
か
ら
徴
収
で
き
な
く
な
り
、
二
階
部
分
の
建
設
は
中
止

さ
れ
た
」
と
不
満
気
に
説
明
し
た
（
写
真
４
）。
さ
ら
に
Ｃ
県
Ｍ
副
郷
長

は
「
一
一
村
中
六
村
に
ま
だ
公
道
が
通
じ
て
お
ら
ず
、
標
高
の
高
い
地
区

で
は
飲
料
水
も
確
保
さ
れ
て
い
な
い
が
、
そ
の
た
め
の
イ
ン
フ
ラ
建
設
を

進
め
る
資
金
が
な
い
」
と
嘆
く
。
ま
た
Ｂ
市
Ｘ
村
長
も
「
今
一
番
困
っ
て

い
る
こ
と
は
小
学
校
建
設
の
際
に
で
き
た
負
債
の
返
済
問
題
で
あ
る
。
全

く
返
済
の
目
処
が
立
た
な
い
」
と
コ
メ
ン
ト
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
に
共
通

す
る
の
は
、
財
政
枯
渇
の
現
状
と
農
村
幹
部
の
不
満
気
か
つ
半
ば
投
げ
や

り
な
態
度
で
あ
る
。「
地
方
の
不
足
分
は
中
央
が
補
填
」
と
い
う
の
が
大

原
則
で
始
め
ら
れ
た
改
革
だ
が
、
中
央
の
計
画
通
り
に
末
端
で
は
事
は
運

ん
で
い
な
い
。

●
農
村
義
務
教
育
改
革

①
「
二
つ
の
免
除
と
一
つ
の
補
助
」
実
施
の
様
子
。
調
査
を
通
じ
て
、

二
○
○
五
年
春
学
期
よ
り
全
国
で
実
施
さ
れ
て
い
る
貧
困
県
の
貧
困
家
庭

に
対
す
る
「
雑
費
、
教
科
書
代
の
免
除
と
寮
生
活
費
の
補
助
」
政
策
が
実

施
さ
れ
て
い
る
様
子
が
各
地
で
観
察
で
き
た
。
例
え
ば
、
少
数
民
族
貧
困

地
区
の
Ａ
県
Ｗ
郷
中
心
小
学
校
は
、
二
○
○
二
年
か
ら
費
用
の
減
免
が
行

わ
れ
、
中
央
政
府
に
よ
る
少
数
民
族
地
区
／
貧
困
地
区
へ
の
教
育
事
業
交

付
金
や
、
四
川
省
内
で
の
少
数
民
族
地
区
教
育
基
金
か
ら
の
支
援
（
目
標

で
は
省
内
の
少
数
民
族
地
域
へ
一
○
年
間
で
三
○
億
元
を
投
資
）
等
、
手

厚
い
財
政
補
助
を
受
け
て
い
た
。
二
○
○
五
年
三
月
に
教
科
書
代
と
雑
費

が
免
除
さ
れ
た
結
果
、
既
に
全
学
生
の
負
担
は
ゼ
ロ
と
な
っ
て
い
た
（
た

だ
し
生
活
の
た
め
に
必
要
な
一
学
期
五
○
キ
ロ
ず
つ
の
薪
と
ジ
ャ
ガ
イ
モ

は
引
き
続
き
各
自
が
持
参
し
て
い
た
）。
ま
た
四
年
生
以
上
の
寄
宿
生
全

員
に
は
寄
宿
舎
の
生
活
費
補
助
（
三
○
元
、
以
下
い
ず
れ
も
一
学
期
当
た

り
の
額
。
な
お
中
国
は
年
間
二
学
期
制
）
が
出
さ
れ
て
い
た
。
Ｂ
市
Ｗ
小

学
校
で
は
、
二
○
○
五
年
に
は
一
般
学
生
の
負
担
は
一
九
五
元
、
一
五
の

貧
困
家
庭
に
は
七
五
元
の
教
科
書
代
と
雑
費
の
免
除
、
そ
の
他
さ
ら
に
困

難
な
一
○
家
庭
は
全
額
免
除
の
措
置
が
と
ら
れ
て
い
た
。
同
様
に
二
○
○

五
年
三
月
に
訪
れ
た
四
川
省
Ｃ
県
の
Ｑ
村
小
学
校
（
一
、
二
年
学
年
の

み
）
で
は
、
一
般
学
生
の
費
用
は
一
二
○
元
で
、
一
四
の
貧
困
家
庭
は
教

科
書
代
（
一
年
生
二
九
元
、
二
年
生
二
七
元
）
の
み
が
免
除
さ
れ
て
い
た
。

②
末
端
で
の
政
策
実
施
の
不
統
一
性
。
こ
れ
ら
に
共
通
し
て
見
ら
れ
た

の
が
、
政
策
実
施
方
法
の
不
統
一
性
で
あ
る
。
Ａ
県
の
生
活
費
補
助
は
県

か
ら
直
接
学
校
に
食
費
と
し
て
支
払
わ
れ
て
い
る
。
本
来
補
助
対
象
で
あ

る
生
徒
に
は
渡
っ
て
お
ら
ず
、
管
理
の
透
明
性
に
は
問
題
が
あ
る
。
学
校

側
に
と
っ
て
も
県
か
ら
の
給
付
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
遅
い
た
め
、
一
年
間
の

食
費
を
ほ
ぼ
全
額
立
替
え
ざ
る
を
え
ず
、
負
担
が
重
い
と
の
こ
と
で
あ
っ

た
。
ま
た
教
科
書
代
免
除
は
、
全
生
徒
が
一
律
で
全
額
納
付
し
た
あ
と
、

対
象
者
が
個
別
に
教
科
書
代
を
返
金
さ
れ
る
形
で
実
施
さ
れ
て
い
た
。
な

か
で
も
免
除
対
象
家
庭
の
選
択
方
法
は
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
特
有
の
問
題
、
す

な
わ
ち
、
現
地
の
ニ
ー
ズ
と
の
乖
離
や
不
透
明
さ
が
残
る
。
ま
ず
免
除
対

象
者
の
総
数
は
県
教
育
局
か
ら
の
割
り
当
て
（
例
え
ば
Ｂ
市
Ｗ
村
小
学
校

で
は
、
全
生
徒
の
一
○
％
）
に
よ
っ
て
決
め
ら
れ
て
お
り
、
客
観
的
な
貧

困
ラ
イ
ン
以
下
の
家
庭
数
を
積
み
上
げ
た
数
で
は
な
い
。
免
除
対
象
の
認

定
過
程
も
各
地
域
で
異
な
る
。
Ｗ
小
学
校
で
は
村
民
委
員
会
で
決
定
し
て

い
た
が
、
Ｑ
村
小
学
校
で
は
教
員
が
決
定
し
て
い
た
。

こ
の
よ
う
に
、
中
央
の
財
政
措
置
は
大
切
で
は
あ
る
が
、
第
一
歩
に
す

ぎ
ず
、
末
端
に
お
け
る
具
体
的
な
管
理
／
運
営
が
政
策
実
施
効
果
の
鍵
を

握
っ
て
い
る
。
現
在
各
種
関
連
政
策
が
急
速
に
実
施
に
移
さ
れ
つ
つ
あ
る

が
、
こ
れ
ら
の
改
革
が
実
を
結
ぶ
に
は
農
村
末
端
に
お
け
る
具
体
的
な
施

行
方
法
で
の
改
善
が
大
前
提
と
な
る
。
農
村
の
住
民
参
加
の
強
化
に
よ
る

末
端
事
業
の
透
明
化
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

Ⅲ　

残
さ
れ
た
課
題

現
時
点
で
税
費
改
革
は
一
体
ど
こ
ま
で
、
何
を
達
成
し
た
の
だ
ろ
う
か
。

農
民
│
地
方
│
中
央
か
ら
成
る
税
の
徴
収
関
係
に
お
い
て
、
農
業
税
廃
止

写真４：正面と左手
奥は 1996 年の国の
政策で 15 万元と農
民役務で建てたが、
税費改革後に投入し
た右手は残り 5 万
元の調達ができず放
ったままの状態（四
川省C県）
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の
実
施
順
序
は
先
ず
農
民
↓
地
方
と
い
う
収
入
ル
ー
ト
を
断
ち
切
る
こ
と

か
ら
開
始
し
、
そ
の
次
に
地
方
財
政
の
不
足
分
の
処
理
を
行
う
と
い
う
二

段
階
で
行
わ
れ
た
。
そ
の
意
味
で
極
め
て
大
胆
な
「
荒
療
治
」
で
あ
っ
た
。

前
段
階
に
関
し
て
は
当
レ
ポ
ー
ト
で
も
あ
る
と
お
り
、
一
定
程
度
農
民
負

担
の
削
減
は
達
成
し
つ
つ
あ
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。
さ
ら
に
中
央
で
の
急

速
な
問
題
認
識
の
変
化
及
び
、
そ
れ
に
対
す
る
迅
速
な
政
策
対
応
に
は
目

を
見
張
る
も
の
が
あ
る
。
今
や
農
民
負
担
問
題
の
根
本
的
な
解
決
の
た
め

に
は
、
全
国
の
税
制
シ
ス
テ
ム
、
公
共
事
業
の
あ
り
方
に
至
る
広
範
囲
な

改
革
は
不
可
避
と
認
識
さ
れ
、
こ
れ
ら
は
既
に
現
政
権
の
取
り
組
む
中
心

課
題
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
一
連
の
改
革
の
実
施
速
度
は
速
く
、
本

レ
ポ
ー
ト
中
の
公
務
員
の
待
遇
の
改
善
の
例
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
確
実

な
変
化
も
一
部
で
は
起
き
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
改
革
の
成
果
と

位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
。

一
方
、
後
段
階
に
相
当
す
る
中
央
政
府
か
ら
の
地
方
に
対
す
る
代
替
財

源
の
運
用
と
い
う
面
で
は
、
村
レ
ベ
ル
の
イ
ン
フ
ラ
建
設
事
業
凍
結
の
例

に
現
れ
て
い
る
よ
う
に
、
問
題
解
決
の
多
く
は
将
来
に
残
さ
れ
た
ま
ま
で

あ
る
。
財
政
移
転
給
付
金
の
投
入
そ
の
も
の
に
関
し
て
、
中
央
は
既
に
保

障
す
る
構
え
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
が
、
財
政
移
転
給
付
の
透
明
な
運
用

シ
ス
テ
ム
の
構
築
は
、
中
央
│
地
方
│
農
民
を
包
括
す
る
財
政
、
政
治
、

経
済
に
跨
る
一
大
変
革
を
意
味
し
て
お
り
、
こ
の
改
革
は
よ
う
や
く
開
始

さ
れ
た
に
す
ぎ
な
い
。

最
後
に
、
今
回
の
改
革
の
過
程
で
矛
盾
が
浮
か
び
上
が
っ
て
い
る
も
う

一
つ
の
構
造
的
問
題
に
つ
い
て
触
れ
る
こ
と
で
、
今
後
を
展
望
し
た
い
。

農
民
負
担
問
題
は
末
端
行
政
に
よ
る
恣
意
的
な
徴
収
に
農
民
が
不
満
を
表

し
、
農
村
が
不
安
定
化
し
た
こ
と
が
発
端
と
な
っ
た
。
こ
こ
で
明
ら
か
に

な
っ
た
の
は
中
央
政
府
│
地
方
政
府
│
農
民
の
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
か
ら
な
る

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
行
政
の
行
き
詰
ま
り
で
あ
っ
た
。
農
民
の
不
安
定
化
と
農

村
部
の
疲
弊
を
危
惧
し
た
中
央
政
府
が
末
端
の
ゆ
き
過
ぎ
た
徴
収
を
断
ち

切
ろ
う
と
開
始
し
た
の
が
今
回
の
改
革
で
あ
る
。
中
央
政
府
は
農
民
利
益

保
護
の
観
点
か
ら
末
端
政
府
に
対
す
る
管
理
を
厳
格
化
し
つ
つ
、
改
革
を

断
行
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
結
果
の
一
つ
と
し
て
、
事
実
上
郷
鎮
政
府
や

村
組
織
が
掌
握
し
て
い
た
各
種
権
限
／
責
任
は
末
端
か
ら
と
り
あ
げ
ら
れ
、

県
や
省
レ
ベ
ル
に
再
配
置
さ
れ
る
と
い
う
地
方
自
治
の
促
進
と
は
全
く
矛

盾
す
る
現
象
が
起
き
て
い
る
。
住
民
に
よ
る
末
端
政
府
へ
の
監
督
機
能
が

未
確
立
で
あ
る
現
在
、
中
央
政
府
は
こ
の
よ
う
な
集
権
化
に
よ
る
管
理
強

化
を
は
か
る
以
外
に
方
法
は
な
か
っ
た
た
め
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
こ
う

し
た
動
き
は
改
革
期
の
暫
定
的
な
措
置
に
止
め
、
長
期
的
に
は
や
は
り
末

端
住
民
に
よ
る
行
政
へ
の
監
督
機
能
を
制
度
化
す
る
こ
と
で
解
決
す
る
方

向
を
目
指
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
次
の
発
言
か
ら
う
か
が
え
る
よ
う
に
中
央

政
府
も
既
に
末
端
住
民
の
参
与
の
重
要
性
を
認
識
し
て
お
り
、
意
識
の
高

ま
り
も
感
じ
ら
れ
る
。「（
末
端
で
の
農
業
支
援
資
金
の
管
理
で
）
最
も
大

切
な
の
は
、
農
民
に
参
与
さ
せ
、
知
る
権
利
、
参
加
権
、
決
定
権
と
監
督

権
を
享
受
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
」
と
発
言
し
て
い
る
の
は
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
ス
タ

ッ
フ
で
は
な
く
国
家
発
展
改
革
委
員
会
の
杜
鷹
副
主
任
で
あ
る
（
二
○
○

六
年
三
月
八
日
、
全
国
人
民
代
表
大
会
「
新
農
村
建
設
に
関
す
る
記
者
会

見
」
に
て
）。
当
報
告
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
農
民
負
担
問
題
解
決
の
過

程
に
お
い
て
こ
れ
ま
で
水
面
下
に
あ
っ
た
多
く
の
構
造
問
題
は
一
気
に
表

面
化
し
て
お
り
、
中
央
の
政
策
に
重
要
課
題
と
し
て
取
り
込
ま
れ
つ
つ
あ

る
。
農
民
負
担
問
題
の
持
続
的
解
決
の
た
め
に
は
、
地
方
政
府
と
末
端
住

民
と
の
不
均
衡
な
力
関
係
と
い
う
構
造
問
題
へ
の
対
応
も
避
け
て
は
通
れ

な
い
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
さ
ら
な
る
改
革
の
行
方
を
注
視
し
た
い
。

 

（
さ
い
と
う　

じ
ゅ
ん
こ
／
在
中
国
日
本
大
使
館
専
門
調
査
員
）
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写真５：四川省Ａ県
Ｗ郷中心小学校の校
長室に積まれた米袋。
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